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１．はじめに 

 中部地域では，南海トラフ地震等の大規模・広域災害に

対して，伊勢湾内の国の機関，港湾管理者，港湾関係事業

者等による広域連携体制を構築する伊勢湾 BCP 協議会を組

織している．この協議会では，発災後の緊急物資輸送や港

湾物流機能の早期回復を目的とした「伊勢湾港湾機能継続

計画」（以下，伊勢湾 BCP）及び「緊急確保航路等航路啓

開計画」を 2016年 2月に策定し，それ以降も実効性のある

対応方策を引き続き検討を進めている． 

本稿では，伊勢湾 BCP 等の実効性の向上を図ることを目

的として，協議会関係者による訓練等を通して，主に地震

による大規模災害発災後の実務的な実施手順「伊勢湾港湾

機能継続計画手順書（案）」（以下，手順書（案））を策

定した取り組みについて紹介する． 

２．伊勢湾ＢＣＰ 

伊勢湾 BCP は，大規模災害時に伊勢湾内の広域連携より

緊急物資輸送や港湾物流機能の早期回復を実現することを

目的としたものであり，「伊勢湾の港湾相互の広域的な連

携に関する基本方針」（伊勢湾港湾広域防災協議会 2014 年

10 月策定）に基づいて，伊勢湾の広域連携体制の構築と広

域連携課題への対応及び港湾物流機能に関わる関係者間の

情報共有に関する基本的な考え方と各関係機関の役割等を

定めたものである． 

大規模災害時には，伊勢湾内の各港湾でそれぞれ定めら

れている港湾機能継続計画に従い，港湾毎に機能回復がな

されるが，広域連携課題（① 緊急物資輸送ルートの確保，

② 優先順位の設定，③ 資機材の調達，④ 揚収物の仮置・保

管，⑤ 緊急物資輸送体制の確保，⑥ 燃料油輸送体制の確保，

⑦ 電力･都市ガス輸送体制の確保，⑧ 代替機能の確保）に

伊勢湾全体として対応する必要があるため，伊勢湾 BCP に

より港湾相互の広域的な連携を踏まえた伊勢湾全体の課題

への対応策が整理されている． 

３．緊急物資輸送ルートの確保 
大規模災害発生後，伊勢湾 BCP協議会では，伊勢湾 BCP

に基づいて，1)速やかに広域連携体制を構築し，2)協議会構

成機関が実施する被害状況調査の情報を踏まえ，3)資機材

の調達や優先順位の設定を行い，4)作業船等の資機材を緊

急確保航路等と各港湾に投入し緊急物資輸送ルートを確保

する計画となっている（図-1）．  

緊急物資輸送ルートは，図-2 に示すように，湾内各港の

緊急物資輸送用岸壁（耐震強化岸壁等），製油所・油槽所，

LNG 基地等に接続しており，これを迅速に啓開することが

復旧・復興において重要である．このため，広域連携によ

る航路啓開作業に関する行動計画「緊急確保航路等航路啓

開計画」を平成 28年 2月に策定している． 

４．手順書（案）の策定 

(1) 手順書の重要性 

事業継続マネジメントシステムの国際標準 ISO22301 や内

閣府事業継続ガイドラインでは，事業継続に係る具体的な
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図-1 緊急物資輸送ルート確保の計画 

図-2 伊勢湾における海上からの緊急物資輸送ルート 

II-104 令和2年度土木学会全国大会第75回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - II-104 -



 

 2 

対応方策をまとめた手順書の作成を推奨しているが，全国

的に手順書の策定まで検討が進められている事例は少ない

のが現状である．手順書は，迅速で的確な対応が求められ

る緊急時の即応ツールとして不可欠であり，伊勢湾 BCP に

おいても手順書を整備することで，地方整備局や海上保安

本部，運輸局，港湾管理者等の協議会構成機関の的確な対

処行動の促進が期待される 1)． 

(2) 手順書（案）の位置付け 

手順書の重要性を踏まえ，全国に先駆けて伊勢湾 BCP 協

議会では，伊勢湾 BCP に定める「広域連携体制の行動計画」

の初動時の活動を円滑に実行できるようにするため，活動

の具体的な手順と作業内容，伊勢湾 BCP 協議会構成機関の

役割を整理した手順書（案）を 2019年 2月に策定した． 

伊勢湾 BCP が，広域連携について基本的な考え方と各関

係機関の役割等を定めたものであるに対し，手順書（案）

は，各機関の実務者が発災後，現場で迅速かつ確実に行動

できるようにするために実施すべき事項を時系列で具体的

かつ簡潔に示したものである． 

(3) 手順書（案）の構成 

手順書（案）は，事前対策に加えて，発災後の緊急物資

輸送ルートを確保するために必要な活動手順として，A)広

域連携体制の構築，B)被害状況調査，C)緊急輸送用岸壁と

作業船団の必要数量の設定，D)優先順位の設定，E)航路啓

開作業を整理しており，活動全体の「活動フロー（図-3）」

と「手順（図-4）」，「参考資料」で構成されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 手順書（案）の構成，活動フロー 

 

(4) 手順書（案）の使い方 

「活動フロー」は，災害発生から緊急確保航路の航路啓

開までの間に行う作業をタイムスケジュールに沿って具体

的に示すとともに，各作業における協議会構成機関の相互

関係を明示している．「手順」は，活動フローに示す１つ

１つの作業について実施時期の目安，作業内容，実施機関，

相手機関を整理し，「参考資料」は，作業を行うために必

要な定型情報などを記載した様式等を掲載している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 手順書（案）の手順（一例） 

 

５．訓練等による継続的改善 

(1) 訓練等の実施状況 

伊勢湾 BCP 協議会では，手順書（案）について，検討段

階から災害時の作業内容の読み合せや図上訓練等を実施し

て策定を行った．手順書（案）の実効性を向上させるため

には継続的な検証が重要であるため，策定後もロールプレ

イング方式による訓練等により課題を抽出し，対応の検討

を行い，手順書（案）の改善を進めている．その改善が伊

勢湾BCP等の改善にもつながっている． 

 
 
 
 
 

写真-1 訓練の実施状況 

 

(2) 今後の活動予定 

伊勢湾 BCP 協議会では，今後の活動内容として，手順書

（案）に基づき，優先順位の設定，航路啓開方針の設定な

どに重点を置いたロールプレイング方式の訓練等の実施の

他，訓練等で抽出された課題の解決に向けた検討や大型台

風を考慮した伊勢湾 BCP の改訂に向けた検討を継続的に進

めていく． 

６．おわりに 

今回策定した手順書（案）は，大規模災害が発生した際

に，航路啓開の実効性を高めるために策定したものである．

切迫する南海トラフ地震等大規模災害に備えて，引き続き

協議会メンバーによる訓練等を通じて更なる実効性の向上

と，関係者の意識向上を図っていく所存である． 

参考文献 

1) 小野憲司編・著, 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティ

ング株式会社共著: 事業継続のためのマネジメント, 

成山堂書店, pp.113-130, 2017. 

 Ｂ  被害状況調査 

 Ａ  広域連携体制の構築 

 Ｃ  緊急輸送用岸壁と作業船団の必要数量の設定 

 Ｄ  優先順位の設定 

 Ｅ  航路啓開作業 

 B4  被害状況調査 

 B2  災害協定団体への支援要請 

 B3  作業許可申請・届出 

 B1  実施計画の設定 

 E2  航路啓開方針の設定 

 E3  災害協定団体への出動要請 

 E4  作業許可申請・届出 

 E5  航路啓開作業 

 A3  広域連携体制の立ち上げ 

 B5  被害状況のとりまとめ 

 Ｘ  事前対策 

 E6  航路の暫定供用開始の決定・広報 

発  災 

津波警報・注意報解除 

 E1  災害協定団体への支援要請 

 A4  被害状況調査と航路啓開の作業体制の構築 

 A1  初動（伊勢湾 BCP 協議会各構成機関の災害対策本部立ち上

げ）

 A2  伊勢湾 BCP の発動 

（「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の発表に伴

う事前対策の実施） 

 

 

 

 

港湾事務所 港湾空港部 

第四管区 

海上保安本部 

運輸・物流 
関連機関 

東海港運協会  
中部沿海海運組合 
東海内航海運組合 

全国内航タンカー海運組合 
外国船舶協会 

名古屋海運協会 
(⼀社)愛知県トラック協会  

⽇本貨物鉄道(株) 
(⼀社)三重県トラック協会  

名古屋臨海鉄道(株)  
伊勢三河湾水先区水先人会 
名古屋臨海⾼速鉄道(株)  
伊勢湾三河湾タグ協会 

衣浦臨海鉄道(株) 
東海北陸旅客船協会 

（公社）伊勢湾海難防止協会 

経済･ｴﾈﾙｷﾞｰ 
関連機関 

東海商工会議所連合会 
(⼀社)中部経済連合会 

 
石油連盟 

中部電力（株） 
 

 

 

行政機関 
法務省名古屋入国管理局 

財務省名古屋税関 

農林⽔産省名古屋植物防疫所 

厚⽣労働省名古屋検疫所 

農林⽔産省動物検疫所 

中部地方整備局企画部 

中部地方整備局河川部 

中部地方整備局道路部 

防衛省陸上自衛隊第 10 師団 

防衛省海上自衛隊 
横須賀地方総監部 

港湾管理者 
 

愛知県(三河港･衣浦港) 
三重県(津松阪港･尾鷲港) 

名古屋港管理組合 
四日市港管理組合 

 

中部 

運輸局 

災害協定団体 
 

(一社)日本埋立浚渫協会中部支部 

全国浚渫業協会東海支部 

(一社)日本海上起重技術協会中部支部 

中部港湾空港建設協会連合会 

(⼀社)⽇本潜⽔協会 

(⼀社)海洋調査協会 

(⼀財)港湾空港総合技術センター 

(⼀社)港湾技術コンサルタンツ協会 

中部地方整備局 

広域連携体制 伊勢湾関係機関 

D2 優先順位の検討 

Ａ 

広
域
連
携
体
制
の
構
築 

共同

A3① 広域連携体制設置準備 

情報共有 

A3②広域連携体制構成機関の担当窓口設置 
連絡

通信手段確認

A3③ 広域連携体制の設置  ※各構成機関は体制が整い次第参画 

A3⑧伊勢湾 BCP 協議会連
絡体制表の更新と共有 

津波警報・注意報解除 

A1 初動（伊勢湾 BCP 協議会各構成機関の災害対策本部立ち上げ） 

連絡

A3⑦伊勢湾関係機関の担当窓口設置 
通信手段確認 

発  災 

連絡

A2①伊勢湾 BCP 発動の判断
のための情報収集 

通信手段確認

A2②伊勢湾 BCP の発動 

 

情
報
収
集 

Ｘ「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の発表に伴う事前対策の実施 

 

図 1 活動フロー 

A3⑤広域連携体制設置の
連絡と通信手段の確認 

D3 優先順位の協議・調整 

D4 優先順位の共有  ※メール、FAX 等 

A2①伊勢湾 BCP 発動の判断のための情報収集 A2①伊勢湾 BCP 発動
の判断のための情報収集 

連絡 

C2 緊急輸送用岸壁の設定 

A4②災害協定団体から
の情報連絡員の受入れ 

派遣 A4①災害協定団体の情報連絡員
の派遣 

A3⑥災害協定団体の担当窓口設置 

B5 被害状況のとりまとめ 

B2①災害協定団体へ
の支援要請 

要請

回答

B2③災害協定団体の
会員企業の配置検討 

情報共有

B2③災害協定団体の
会員企業の配置検討 

B2③災害協定団体の
会員企業の配置検討 

調整 
調整

要請

B2②支援要請の受理／ 
     会員企業等の手配 

B2④災害協定団体の会員
企業への出動要請 

連携

B3①事前協議 

B3③申請・届出 
  受理、作業許
可

情報共有

B3②作業許可申請・届出 

 

要請 

B2⑤出動要請の受理（会員
企業） 

B4②被害状況調査 
○一般海域 
○港湾（直轄施設） 

B4③被害状況調査 
○一般海域 
○港湾（水域） 

B4④被害状況調査 
○港湾 

B4⑤被害状況調査 
○製油所・油槽所・
LNG 基地・発電所 

B3②作業許可申請・届出 申請

許可

（回答） 

連携 

連絡

申請 

許可 

B3②作業許可申請・届出 
申請 

許可 

E2② 航路啓開方針の設定 ※港湾区域内の航路啓開との連携を考慮 

E6③航路の暫定供用開始の決定・公表 

E4②作業許可申
請・届出 

E6②利用水深決定 

湾内各港への最小限の海上輸送ルートの確保 

E3①航路啓開・深浅測量
作業担当会社への出動要請 

E4① 事前協議 

E4③ 申請・届出受
理、作業許可 

申請

許可

E6①測量評価 

E1③調達可能な
深浅測量実施体制
の確認 

E1②調達可能な航
路啓開実施体制
（作業船団）の確

E1①災害協定団体への支援
要請 

作業体制構築の要請

E3②航路啓開・深浅測量
作業担当会社への出動要請 

E5①作業船団出動 
E5②測量船出動 

E4②作業許可申
請・届出 

許可 

E5③航路啓開作業 E5④航路啓開作業 

支援 支援

E2①揚収物仮置場、作
業船係留場所の決定 

E3③出動要請の受理
(作業船団幹事会社) 

E3④出動要請の受理
(深浅測量担当会社） 

E1④伊勢湾で不足する作業船団
等の広域調達の支援要請 

調整

E5⑤航路啓開作業の監理 
情報共有・調整

情報共有・調整

 

情
報
収
集 

A3④ 

B1① 

情
報
収
集 

Ｂ 

被
害
状
況
調
査 

Ｃ緊急輸送用岸
壁と作業船団の
必要数量の設定 

Ｄ優先順位の 

 設定 

C1 

 

Ｅ 

航
路
啓
開
作
業 

B4 被害状
況調査 

B2 災害協定
団体への支援
要請 

B3 作業許
可申請・届
出 

B1 実施計画の
設定 

A3 広域連
携体制の立
ち上げ 

 

E1 災害協定

団体への 
支援要請 

E2 航路啓開
方針の設定 

E3 災害協定
団体への出

動要請 

E4 作業許可
申請・届出 

E5 航路啓開
作業 

E6 航路の暫
定供用開始
の決定・広
報 

A4 被害状
況調査と航

路啓開の作
業体制の構
築 

A1 初動 

A2 伊勢湾
BCP の発動 

B5 被害状況
のとりまとめ 

Ｘ事前対策 

((A3⑨リエゾンの派遣) （A3⑩リエゾンの受入れ） 派遣

※通信を確保できない機関や、港湾に精通した職員の不足等により具体的な状況が把握できない機関に対して、各機関と事前に協議・調整のうえリエゾンを派遣する。 

A4③出動可能な災害
協定団体会員企業と
調達可能な資機材の
把握（伊勢湾内） 

報告 
情報共有 

要請 A4④出動可能な会員企業と調達
可能な資機材の把握と報告 
（伊勢湾内） 

情
報
収
集 

D1 

B3①事前協議 

E4① 事前協議 

B1②実施計画の設定 B1②実施計画の設定 B1②実施計画の設定 

B4①災害協定団体会員企業の出動 

B2④災害協定団体の会員
企業への出動要請 

E2①揚収物仮置場、
作業船係留場所の決定 

E2①揚収物仮置場、作業船
係留場所の決定 

各構成機関 

実施すべき具体的項目 
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